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れた後，そのあとを継いで独立後の議会制内閣を率い
たウ・ヌー首相は，青年時代にカール・マルクスの資
本論をビルマ語に翻訳したと言います。つまり独立派
の青年たちは，資本主義はやめて（私的所有権を制限
し），土地は国有，大企業は国営にするのがよいとす
る，計画経済の思想の影響下にありました。これは，
日本を含め，当時，一世（とくに若者）を風靡した社
会思潮でもあったのです。植民地支配への反発もあって，外国の影響を排した（すなわち「内向き」
な），計画主義の思想が選択される原点になったと思います14。
「あたらしい光」を輝かせる方策
最後に，ミャンマーの経済発展に資する方策を編み出す際の参考資料として，日本の経験を少し
思い出してみましょう。ただしこれは，日本の経験がそのままミャンマーのお手本になるという意
味では決してありません。
近現代における経済発展には，三つの局面があると思います。一つは発展の初期条件（initial 
condition）の醸成，二つは市場の発展（market development），そして三つ目には近代経済成長
（modern economic growth）の開始（第４表）です。
初期条件とは，近現代の経済発展が始まる時点にお
ける内外の政治状況，そして国内での社会資本，農業
の生産性，農村工業的な活動，人口成長率，教育程
度，等々の状態（水準）です。市場の発展とは，社会
生活における市場取引の浸透の程度（たとえば，貨幣
取引の浸透度，労働サービスの市場での取引，金融商
品の公開市場での売買など），そして近代経済成長と
は，人口のおだやかな増大に併せて，科学･技術のあ
たらしい成果を活用した生産の拡大と生活水準の上昇
です。
経済発展の過程や仕組み（理論といってもいい）
は，どの国でもまたどの時代でも基本的に同じだと思
いますが，しかし，その初期条件の状況，市場の発展
の度合い，近代経済成長の特質とかは，国ごとの個性
14　ウ・ヌー政権は，国民の支持は強かったにもかかわらず，内戦が続いたことや，仏教を国教とする
法律をめぐる論争を始めとする党内意見の対立激化を調整しきれず，ネ・ウィン将軍によるクーデタ
ーで1962年に倒された。ちなみに，「ビルマ式社会主義」が宣言されたのは，ネ・ウィン政権発足時の
こと（1963年）である。
第４表　初期条件整備の要件
第19図　アウンサン：独立建国の象徴
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に左右されます。同じ料理を作るにしても，材料や作る人が違えば味が違ったり，同じ疾病に対す
る医療でも患者の個性や病歴などによって処置や処方が違うのと似ているのではないでしょうか。
ですから，日本の経験がミャンマーにそのまま当てはまるわけでは決してありません。しかし，ミ
ャンマーの新しい光を輝かせる方策を工夫するための資料やヒントとしてなら役立つこともあるか
も知れません。
さて，ミャンマーの経済発展のためには，何はともあれ，初期条件をまず整備したいですね。す
なわち，物的な社会資本（通信制度や交通制度など）と，非物的な社会資本（法律や会計制度，組
織管理の方法など）とを整えることが必要です。明治期の日本政府も，自前の資金はなかったけれ
ど，外債を発行したり借金をしたりして，かなり早くから鉄道を作ったり，通信制度を作ったりし
ました。また非物的な社会資本の例を一つあげると，日本では，明治の初年には「工場」という概
念が（もちろん言葉も）ありませんでした。複数の人びとが集団の一員として時間やマナーを守
り，しかも能率よく協力して仕事をする方法を編み出すには，その社会の歴史や文化にも配慮する
知恵や工夫が必要です。全員が毎朝揃って時間通り仕事を開始するとか，仕事が終わって帰る際に
工場の資材を持ち帰らないようにするとか，現在では当たり前のことでも当時は意識して気を使う
必要がありました。
それと，広い意味での産業政策を実施することです。これからどういう国作りをするのか，発展
のヴィジョンの素案を作り，広い範囲で検討して国民の共用認識にする必要があります。このため
には，自国の経済特性や優位性（比較優位comparative advantage）がどこにあるかを見極め，そ
のための条件整備を心がけるとともに，上記諸要因の将来を占う。どういう商品サービスなら外国
で売り捌けるのか，他国に比べて自国はどういう点で有利なのかなどを認識するため，情報の収集
と伝播とに努める。統計制度の常設，カタログの収集と公開，国内外での商品博覧会の開催（もし
くは参加），商社や貿易振興会の設立等々，やることはいろいろあります。
明治日本の場合，初期条件のためにいつ何をやったでしょうか。鎖国日本も，「開国」し，米国
や英国やフランスなどと並んで社会も経済も「モダーン」になりたいと決心した時には，かなり早
くから初期条件の整備を心掛けたと思います。
たとえば，発展のヴィジョンを得るためや関連の情報を集めるためには，岩倉使節団が重要な役
割を果たしました（第５表を参照）。今思い出しても驚くべきことですが，当時の日本の首相が，
大勢の行政官や専門家を引き連れて，１年以上に亘って米国からヨーロッパを周ってきたのです
ね。この時に得た知己や人の縁は，その後欧米から「お雇い外国人」を招くときにおおいに役立っ
たに違いありません。その証拠に，「お雇い外国人」たちの人選はそのほとんどが成功で，優秀で
適任の人材が招聘されたと思います15。ほんの一例ですが，スコットランド出身の技師のヘンリー・
15　もっとも，これらの外国人専門家たちは，当時の日本としては破格の（人によっては首相の給与額
すらも上回る）報酬をもって迎えられたのだから，優秀で当然だったといえる。けれども，高額の給
与を払ったというだけでは，彼らの好成績──招いた人材のほとんどが適任で，後世に語り継がれる
ほどよい仕事をしたという事実──を説明するには不足である。
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ダイアーさんは機械工学での貢献が著
しかったし，フランス人のギュスター
ヴ･エミール・ボアソナードさんは民
法典の編纂に協力し，ドイツ人医師の
エルヴィン･フォン・ベルツさんは西
洋医学の普及に偉大な貢献がありまし
た。
さて，実際に市場が動きだす態勢が
整ったら，市場の発展を支援する。財
政・金融制度の近代化と教育・訓練制
度の充実はぜひやらなくてはなりませ
ん。明治期の政府も，地租改正など，
政府の収入を増やす努力をしまし
た16。それと銀行制度を設立して民間
から預金を集め，資金の供給を豊かに
する17。産業育成のためには，貿易保
険とか，公的な試験場や特許制度の設
立など，私企業では賄うのが困難な制
度を設立すれば市場の発展を支えま
す。
中心的な役割を担うのは，何と言っ
ても生産技術ですが，比較優位の原則
に照らした産業選択とともに，初期条件に適合する生産技術の選択が望まれます。
経済発展の初期には，自分で新しい技術を開発するのではなくて，伝統的な社会で養われ育った
商品のための伝統技術や技能を出来るだけ活用するのがよいと思います。それが無理な場合には，
外国で開発された技術を借りる方策を考える。明治日本の繊維産業では，慣れ親しんだ伝統的な木
製織機のデザインに最低限必要の鉄材を導入して，改良型の織機（混合型hybrid技術）を利用した
事例がありました。
ちなみに明治政府は，国営企業をいくつか運営しました。富岡製糸場のようにフランス人の技師
を招いて新しく開設したものもありますが，幕末から存在していた官営の生産現場を引き継いだも
のがいくつかありました。しかし，明治初年にかけて日本にあった官営工場は，政府が財政難に直
面したのと，経営上の理由もあったのでしょう，その後民間に安く払い下げられました。その後，
16　もっとも，なかなか見込み通りには行かなかった。というのは，地租は金納であったため，インフ
レーションで実質税率が低くなってしまったためである。
17　銀行をたくさん作るという条例が，1872年に出された。
第５表　明治初期条件の整備
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明治の末年から昭和初めにかけて官営で営まれた製造業は，軍工廠のほかには八幡製鉄所がある程
度です。
市場の発展をいっそう促進するには，細かいけれども大切なポイントがいろいろあります。たと
えば，計量制度の確立や商品規格の標準化は，市場の発展を助けます。度量衡が確立していない
と，大きさや重さの確認や調整に時間と労力がかかり，取引が円滑に進まないし18また，商品規格
のある程度の統一（標準化といいます）も，市場取引の幅を拡げます。たとえば，自動車を生産す
る時に，自動車の部品がモデルごとにてんでばらばらだと，同じ目的の商品でありながら規格やデ
ザインが少しずつ違う物品を別々に作らないといけません。これには，余計な費用が嵩む可能性が
あります。パソコンや携帯電話でも，部品の規格（たとえばソケットの穴の位置とか大きさとか）
が会社ごとに異なると，違う会社の製品をちょっと借りて急場を凌ぐわけにはいきません。度量衡
の確立と商品の（品質を含む）標準化とは，市場範囲を広げる大切な条件なのです。
また，品質管理の普及によってムラやムダを減らすとか，商標（ブランド）を確立することで購
買者に商品特性を瞬時に知らせるとかは，どちらも市場の取引費用を減らすので消費者に喜ばれま
した。また，業界団体（輸出組合とか産業組合とか）を形成して産業の生の情報を政府に伝えたり
業界の政府に対する要望をまとめたりすることで，より適切な産業政策が迅速に立案される助けに
なりました。
もちろん，もっと直接的な産業政策としては，現代経済学が教える前提条件が満たされる場合に
は19，補助金を出すとか，利子補給をするとか，税金をまけるとか等々の諸策があるのは言うまで
もありません。
ともあれ，ミャンマーの順調な経済発展と，日本とミャンマーとのいっそうの友好関係を期待す
るものです。ご清聴をありがとうございました。
何か質問やコメントはありますか。答えられる限りお答えします。
質問： 初めのほうのお話で，欧米諸国の経済制裁を受けたという話があったんですけれど，実際に
経済制裁を受けた方というのは，どれくらいダメージというか，効果というか，ミャンマー
の方は被ったのですか。
尾高： それを数字で表すというのはすごく難しいですね。たとえば，衣料品をわりに丁寧に作って
安くアメリカに輸出しようと思っても，米国では輸入禁止だったんですね。日本には多少輸
入されていましたけれど。ただし，ミャンマーの少数民族のうちには，独立運動の資金源と
して麻薬を育てていたところがあったそうです。ケシは，実はアメリカにも流れていたので
18　ちなみに，度量衡の全国統一には政治的な安定が必要である。このような側面からみても，政治的
な安定は経済発展の必要条件である。
19　近い将来，一人前の産業に育って投下した公共的資金を還元する見込みがある場合の支援（幼稚産
業保護），支援対象の企業だけではなく当該企業外の社会経済に利益が及ぶと期待される（外部経済が
ある）場合など。
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はないかと思いますが，その金額や分量を知ることは難しいですね。
　　　 　ちなみに，ケシでお金を稼ぐのは困るので，日本は，ケシ栽培はやめて普通の農作物を育
てるのを奨励してきました。たとえば，蕎麦などを少数民族の地域で作るようになりまし
た。ミャンマー産の蕎麦焼酎はなかなか旨いから，お酒の好きな人は飲んでみるといいと思
います。
　　　 　ともかく，対欧米諸国の輸出は，一切できなかった。だから，ミャンマーの貿易収支は，
欧米に対してはほとんどゼロだったと言っていいと思いますが，それがどれくらい市民の収
入減に結果したかを量るのは難しい。また，米国の企業がミャンマーに直接投資しようと思
っても出来なかった。しかし，ミャンマーの資金量は少ないですから，もし速い速度で工業
化しようと思うと，これからも（他のアセアン諸国がやってきたように），外国から資本を
入れる必要があるだろうと思います20。
　　　 　他方では，ミャンマーの天然資源が非常に豊富なので，国のリーダーたち自身は，内向き
で鎖国的な経済政策でもさほど困らなかったのかも知れません。新しい革新を起こす気力が
なかったというか，動機付けがなかったのかも知れない。国際関係を断絶させる経済制裁
は，ミャンマーの社会に保守的な考え方や革新を歓迎しない風潮を蔓延させたかも知れない
と思います。
　　　 　そういうことを含めて，経済制裁はマイナスに効いたと思います。けれども，それを数字
で表すのは難しいと思います。
質問： 今のお答えを聞いていまして，経済制裁というのは，政権のトップといいますか，軍事政権
の上層部より一般市民のほうに，効果というか効力が重いと考えていいですか。
尾高： そう思います。近年，米国のクリントン国務長官（当時）が，ミャンマーに対する経済制裁
は効果がなかったという趣旨の発言をされたことがありました。米国でもそういう意見があ
るのかなと思いましたけれども，経済制裁は，あなたが言われたように，内向きの経済政策
で利益を得ていた人たちにではなくて，一般市民に一番打撃を与えたのではないかと思いま
す。そういう意味で，経済制裁を永く続けるのはあまり良いことではないと個人的には思っ
ていました。
　　　 　他方，経済制裁が続いている間に，中国とミャンマーとの関係が非常に密接になりまし
た。密接になること自体はもちろん好ましいけれども，国際政治のバランスが崩れるので，
日本の対外戦略にとっては必ずしもプラスばかりではなかったですね。日本が新しい投資を
するとか，水力発電所を作る支援をしようとか思っても，「もう中国に頼んだからいいよ」
と言って断わられるかも知れません。
20　実はこの点は，1970年代まで外国から資本を入れないように頑張った日本の経験とは非常に違うと
ころである。
